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要約 

 
炭素隔離の概念は、農業にとって二酸化炭素を排出するだけでなく、貯留して大気

から除去することが可能な方法として認識されています。これまで畜牛生産システ

ムに適用して炭素除去量を定量化するための適切なLCAに基づく手法に関して統一

見解は得られていません。常に排出量のみに焦点が当てられてきました。畜牛セク

ターがネットゼロを目指す中、GHGフットプリント報告の一環として、排出量だけ

でなく炭素除去量も考慮した科学的根拠に基づく適切な手法が求められているので

す。 

45ページ（A4）英語版 
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用語解説 
二酸化炭素除去：大気中のガス状CO2から炭素を補足し、有機物または無機物の炭
素に貯留することで再排出されないようにするプロセス。 

 

炭素隔離：大気からCO2が除去され、有機物（土壌や樹木など）に貯留するプロセ
ス。 

 

炭素吸収源：大気からCO2を除去するあらゆるプロセス、活動、またはメカニズ
ム。 

 

炭素ストック：炭素プール、すなわち地球システムの貯留層にある炭素の量。  

 

炭素ストック排出量：炭素ストック排出量とは、基準状態を下回るストックの減少
を指し、堆肥や残渣を通じて土壌に加えられた炭素分解による炭素排出量は含まれ
ません。 

 

特性化係数：インベントリ・フローを影響するカテゴリーの指標に変換するために
適用する係数。気候変動の場合のCO2eq（換算）など。 

 

気候への便益：本ガイドラインの目的上、「気候への便益」という表現は、CO2の
ネガティブエミッション（マイナスの排出）として算定される大気からのCO2除去
のことを指しますが、特定のシステムにおけるネガティブエミッションは地球規模
の気候への便益と等しくないことが認められています。 

 

気候への影響：本ガイドラインの目的上、「気候への影響」という表現は大気への
CO2排出のことを指しますが、特定のシステムにおけるCO2排出は地球規模の気候
への影響と等しくないことが認められています。 

 

離散事象：離散事象とは、土地利用変化、土地管理変更、洪水、火災、および炭素
ストック量に変化をもたらすその他の事象のこと。 

 

インベントリ：インベントリとは、1ヘクタールの土地から排出されるCO2の量な
ど、あるシステムへの投入や産出を説明するフローの算定のこと。 

 

土地管理変更（LMC）：土地利用カテゴリー内で発生する土地管理の変更。 

 

土地利用：土地の区画に適用される合意、活動、および投入物の全体。土地利用と
いう用語は、土地管理の社会的および経済的目的（たとえば、放牧、材木伐採）の
意味でも使用されます。土地利用は、IPCCの土地利用カテゴリーに従い、森林、農地
（一年生および多年生）、草地、湿地、開発地、およびその他の土地に分類されます。 
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土地利用変化（LUC）：ある土地利用カテゴリーから別のカテゴリーへの変更。 

 

中和：大気から（十分な時間にわたって）炭素を除去することによるCO2排出量の「相

殺」。 

 

責任期間：生産システムが、隔離された炭素の増減による気候への影響または便益への

責任を有する期間。責任期間は、基準状態と評価年に関連するインベントリの合計を決

定します。 

 

基準状態：基準状態は、正味の炭素ストック量の累積変化を考慮した、土地面積あたり

の化学量論的CO2の単位における炭素ストック量を指します。基準状態は、責任期間の

開始直前のストック量として定義されます。 

 

化学量論的CO2：土壌やバイオマス中の炭素ストック量を、CO2と炭素の分子量比44対

12で調整することにより、CO2単位で算出したもの。 

 

貯留CO2：本ガイドラインでは、貯留CO2とは、炭素を大気から隔離したまま、炭素ス

トック内に留めておくことを指します。 
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1 
はじめに 

「もしそれが簡単なら、今頃すでに行われているはずだ」 と人々は言います。炭素

隔離について科学を実用的に適用し、農場レベルで目標を達成することは、まさに

それに当てはまります。 

 

2018年に始まった本C-Sequプロジェクトは、この複雑なテーマの科学的根拠を理解し、

異なる地理的条件における畜牛生産システムからの隔離を定量化するための方法論を構築

する、乳牛および肉牛セクターの連携組織による努力のたまものです。炭素隔離は、温室

効果ガス（GHG）削減のための主要なツールであるとよく言われます。この概念が適用さ

れ、望むような効果を生み出すためには、科学的根拠に基づく適用と定量化が基本的な前

進のために必要です。本プロジェクトの連携組織は、炭素隔離がそれ自体で気候変動によ

る危機を解決するものではないことを理解していますが、農業においては多くの場合、実

質的な貢献をする可能性があることを認識しています。 

 

C-Sequプロジェクトは、この難しく複雑な課題を科学的根拠に基づいてどのように農

場規模で実用的に応用するかについて、一連の会議、ウェビナー、文書レビューを通

して貴重な洞察を提供する、多数の世界的な学者、専門家、産業界のステークホルダ

ーが関わる透明性のあるプロセスです。さらに、C-Sequの手法は、この分野における

他の研究者による研究を考慮し、これらの開発と適切かつ可能な範囲で整合性をとっ

ています。実際、C-Sequのプロセスはこれらの取り組みから提供された研究成果から

直接的な恩恵を受けており、連携組織はそのことに感謝しています。またC-Sequの連

携組織は、このプロジェクトの技術開発面においてクアンティス社によって提供され

た専門知識と指導にも感謝しており、この方法論が最新の科学、ガイドライン、最善

策と整合することを保証しています。 

 

当初の連携組織の考えは、既存のLCA方法論、特に国際酪農連盟（IDF）の「酪農乳業セク

ターのための共通カーボンフットプリント手法」のための「追加的」な機能を開発することでし

た。しかし入手可能なデータは限られており、不確実性のレベルが高いことから、「一つの数

値」を持つことが透明性の観点から依然として課題であることが、開発段階を通して明らかに

なりました。既存バージョンの方法論ではISO14067に沿って、ライフサイクルアセスメント

（LCA）のプロセスを通じて生成したカーボンフットプリントの結果とは別途、隔離を報告する

ことを推奨しています。 
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C-Sequの連携組織は、やるべきことが相当あることを認識しており、実行可能なプロセ

スを標準化させるというこの初めての取り組みは、畜牛セクター（実際にはすべての農業）

が正しい方向へ向かう最初の一歩にすぎません。重要なことは、C-Sequが土壌や植生に

炭素の保持を促進させるという積極的（追加的）な農場管理を、定量的に実施するように

設計されている点です。 

 

本ガイドラインは、C-Sequの連携組織の意欲を快く支持していただいた多くのステーク

ホルダーの皆様が、2年におよんで費やした作業の集大成です 

 

本ガイドラインには、2020年11月2日から12月9日に行われた、パブリック・コンサルテー

ションに基づいた変更が含まれています。このコンサルテーションでは、適切な手法を読

み解くためのフィードバックも得られ、本ガイドラインに加えました。たとえば、20年間

の責任期間の要求は、コンサルテーションによる作業を通じて得られた全会一致の回答に

よる結果です。 

 

パブリック・コンサルテーションの段階に加え、この方法論はC-Sequの連携組織が

様々な地域と様々な酪農生産システムで実施した50の農場レベルの実証実験からも成果

を得ています。実証実験の過程では、非常に貴重な洞察が得られました。方法論を持つ

ことは非常に良いことですが、その方法論を適用することはまた別の学習経験なのです。

この方法論は、実証実験の過程に投資した結果、より強固なものになったことは確かで

す。 

 

炭素隔離というテーマにおける科学と慣習の速いスピード感を考慮し、本ガイドライン

は常に最先端であり続け、畜牛セクターが取り組みの定量化を強固で責任ある方法で行

うことが確信できるよう、定期的に見直され、更新される予定です。 
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2 
ガイドライン作成の目的 

 
温室効果ガス削減戦略と組み合わせると、長期的なCO2除去によって、1.5℃の気候目

標を達成する可能性が高まります（CanadellおよびSchulze 2014、Rogelj他 2018）。

さらに、泥炭地やその他の土地で貯留された炭素の放出を減らすことは、気温上昇を

産業革命以前のレベルよりも1.5℃に抑えるための重要な緩和への道筋であるという統

一見解があります(Rogelj他 2018)。 

 

図1.は、放牧された牧草地の炭素循環の概略図です。土壌有機炭素（SOC）は、直近で

枯死した有機物（植物の残留物）、および過去の分解物からなる粒子状有機炭素、腐植

土や分解されにくい有機炭素といったいくつかの炭素プールで構成されています。炭素

プールには様々な化学組成があり、除去あるいは置換の速度（いわゆる、ターンオーバ

ー）が異なります。土地の管理と自然条件は、あらゆる農業システムの炭素プールの組

成に影響を与え、そのターンオーバーは、侵食、微生物の呼吸、下層土への移動、およ

びシステム内への有機物と栄養物の導入によって影響を受けます。牧草地をはじめとす

る多くの農業システムにおける炭素プールは、植物の残留物（芽と根の残留物）と粒子

状有機炭素（大きさ0.053〜2 mmの植物の残骸）で構成されており、これらは比較的タ

ーンオーバーの速い「不安定炭素」です。不安定炭素は、関連する期間において土地管

理の手法の影響をより受けます（BellおよびLawrence 2009）。本ガイドラインは、不

安定炭素の管理の影響による、炭素ストック量の変化の算定方法に焦点を当てています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3  



国際酪農連盟ブリテン 519/2022 
 

 

 
 

CO2 

光合成による除去 
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図1. 基本的な温室効果ガスのインベントリ：炭素循環 

 

林業やバイオエネルギー分野における温室効果ガス（GHG）排出量の算定における課題

からヒントを得て、大気からの可逆的なCO2除去が気候に与える影響を定量化することを

目的とする、ピアレビューされた多くの方法があります（Levasseur他 2011、Brandão

他 2018、Cherubini、GuestおよびStrømman 2013、Guest他 2013、Breton他 2018、

Bessou他 2019）。これらの方法は、一定期間において大気中に出入りするCO2の気候

への影響と便益を定量化するためのさまざまな枠組みを提供します。CO2の排出を遅らせ

たり、大気からCO2を一時的に除去することによる気候への便益は、ほとんどの方法で同

じ結果を示すと考えられています（LevasseurおよびBrandão 2012）。（この文書を通

して、「影響」という用語は気候に関連するCO2の排出を意味し、「便益」はネガティブ

エミッション（マイナスの排出）として算定される炭素隔離による大気からのCO2の除去

を意味しています。）レビューされたすべての方法は、大気からCO2を長期間除去し、潜

在的な再排出を遅らせることによる気候への便益を示しました。 

 

これらすべての方法に共通しているのは、炭素の流れによる気候への影響が、以下の2つ

に数学的に結びついていることです。 

1. 大気に追加、または大気から除去されたCO2の量 

2. 特定期間における、CO2の基準パルス排出に関連した放射強制力の変化 
 

LCA用語において、これら2つの側面は、1）インベントリ・フロー、2）影響の特性化と

呼ばれます。一般的に利用されるCO2による特性化の枠組みは、気候変動に関する政府間

パネル（IPCC）によって標準化されており、2013年に公表された第5次評価報告書1 がそ

の例です。 

 
1 https://www.ipcc.ch/report/ar5/wg1/ 
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CO2換算による特性化の基本的な枠組みは、放射強制力による気候変動は、CO2を含む大

気中の相対的なGHG濃度の時間的な関数であることを意味しています。GHGの算定を標

準化するために、CO2換算（CO2-equivalent：CO2eq）という測定基準が開発されました

が、これはすべてのGHGの影響がCO2の影響を基準にして考えることを意味しています。

あらゆるGHG（一酸化二窒素＜N2O＞やメタン＜CH4＞など）のCO2換算係数の基礎は、

CO2のパルス排出後の一定期間にわたってそれがもたらす気候への影響に関連した測定値

です。この相対的な影響の比率が、CO2換算単位で表された特性化係数です。従来より、

CO2換算による特性化の対象期間は、今日と次世代の地球上の人間の生命を守るため、

100年とされています。これは地球温暖化係数（GWP100）と呼ばれ、一般的に使用され

る一連の特性化係数は、IPCCが2021年に公表したAR6（IPCC 2021）に参照されていま

す。CO2換算の観点から炭素隔離を算定する際に、この特性化の枠組みを考慮することが

不可欠です。 

 

実際、CO2換算による算定の適用では、バイオマスや土壌に残留する有機炭素として1年

間に貯留される1トンのCO2は、長期間（たとえば、100年以上）貯留されるという保証が

ない限り、CO2換算による-1トンの排出の中和と同じではないことを示しています。した

がって、ある評価年にのみ貯留される1トンのCO2のインベントリは、大気中濃度に100年

間影響を与える評価年の１トンのCO2換算による化石燃料由来CO2の排出を「相殺」する

ことはできません。さらに、炭素隔離による大気からのCO2除去は、排出源の縮小を意味

する、排出量削減またはフットプリント削減と同じ概念ではありません。 

 

長期的なCO2除去が気候目標の達成に役立つという科学的根拠があることから、炭

素隔離によって農業システムにCO2を貯留することの可能性には関心が寄せられて

います。本ガイドラインでは、大気から除去されたCO2が有機物（土壌や樹木など）

として貯留されることを炭素隔離として定義しています。また、農業が行われる泥

炭地などの土地で、（以前に）隔離された炭素の排出を回避または削減するために、

農業手法を変えることにも関心が寄せられています。このテーマをめぐる昨今の活

動と注目を考えると、乳牛と肉牛（またはその他の農業）のLCA、カーボンフット

プリント、およびGHGの算定において、隔離された炭素の増減を算定する方法に

ついての標準的な実施要領となるガイドラインが必要です。ガイドラインがないと、

炭素隔離は常に現在のLCA手法に含まれるわけではないため、評価と手法の間に矛

盾が生じます。 

 

よくある矛盾の一つは、インベントリ化された「化学量論的CO2」（樹木や土壌に貯留さ

れた炭素に分子量比44/12を乗じたもの）が、特性化された「CO2換算」と等しいもので

あると誤って見なされることです。インベントリで報告される化学量論的CO2は、国内イ

ンベントリ算定や炭素クレジット市場、その他の算定の枠組みで一般的に使用されていま

す。化学量論的CO2の使用は、インベントリの報告には適しているものの、（官民両方に 

よる）多くの評価では、化学量論的CO2を誤ってCO2換算された排出量から差し引いたり、 
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相殺に使用したりしています。このことは、不適切な方法での算出を混同させています。

CO2換算による算出を調整せずに化学量論的CO2を算定すると、炭素隔離が永続的でない

場合、気候への便益を過大評価してしまい、永続的である場合は、100年間の気候への便

益を1年間に集中させてしまいます。この種の算定方法は、特定の年の「リアルタイム」

のフローを表すことを求められることがありますが、この論理では大気への100年間の影

響を表すCO2換算による算出と一致しません。 

 

永続性の仮定と、それをどのように扱うかは、現在の評価の枠組み全体における、も

う一つの矛盾です。もし農業システムで隔離された炭素が永続的であると仮定し、CO2

の除去によって今後100年間に見込まれる気候への便益全体を評価年に帰属させた場合、

その年は発生しないかもしれない将来の気候への便益に対するクレジットを獲得する

ことになります。バイオ炭の施用のように (Lehman他 2015、Paustian他 2019)、

隔離が永続的または長期的であると仮定した場合、気候への便益全体（GWP100の100

年間）をどの年にクレジットさせるべきか（たとえば1年に集中させるべきか、あるい

は複数年に配分させるべきか）という問題が残ります。永続的または長期的な炭素隔

離は、気候目標を達成するための究極のゴールです。継続的に実践する意図があって

も、土地管理変更や土地利用変化、その他の事象（火災、洪水、霜など）によって、

農業システムに隔離された炭素が元に戻り、CO2が大気に再排出される可能性がありま

す。 

 

図2.で概念的に示されているように、いくつかの研究やモデル（Coleman およ

びJenkinson 1996、Peterson他 2013、Horr i l lo他 2020）では、ある年に

土壌に投入された炭素（堆肥、糞尿、残留物などを通して）の大部分が次の100

年の間に大気に戻ることが示されています。土壌に炭素を投入した後のそこから

の炭素の排出量は、地理的条件（土壌の種類、温度、水分など）や実践方法（耕

起など）によって異なります。したがって、時間をかけて炭素残留量（すなわち

貯留された炭素）を築き上げ、築き上げられた残留量を維持するために、有機炭

素を継続的に土壌に添加する必要があります。堆肥、糞尿、残留物を土壌に投入

して大気中に戻る炭素は、循環の速い炭素サイクルの一部であるため、通常は気

候への影響はありません。しかし、堆肥が泥炭土や古い時代に生じた炭素ででき

ている場合は、排出が気候に影響する可能性があります。  
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図2. 土壌への炭素の添加による結果の変化の概念図：時間軸ゼロの時点で土壌に炭素を追加した後、時
間経過とともに土壌に残る炭素の割合が示されている（Petersen他 2013から引用）。 

 
矛盾のある算定のもう一つの例は、土地管理によって隔離された炭素の放出に関

するものです。土地利用変化（LUC）2,3 に関する現在のガイドラインには、農業

活動によって土壌または樹木の炭素残留量が減少することによるCO2排出量が含ま

れています。土地利用変化とは見なされない土地管理手法の変化も、炭素残留量

の減少（もしくは増加）に影響を与える可能性がありますが、現在のLCAの手法

においては、土地管理による炭素残留量の変化は、通常、気候に影響を及ぼすと

は考えられていません。たとえば洪水による排水された泥炭地の再湿潤化などか

らCO2排出を制限するために土地管理を変更することは、世界の気候目標を達成す

るための鍵であるという証拠が増えていることから、こうした排出を除外するこ

とには問題があります  (Ekardt他  2020、Günther他  2020、Leifeldおよび

Menichetti 2018)。 

 

炭素隔離の算定におけるまた別の矛盾は、隔離された炭素の減少もしくは増加に対し

て企業などの組織が責任を負うべき期間についてです。一つの例として、LUCの算定

には、実際のところ多くの場合20年間の責任期間にわたり影響の償却が行われます

（事象発生の後は、毎年、全体の影響の20分の1を取得します）。炭素隔離を算定す

るための償却期間や責任期間に関するガイドラインは存在しないため、評価間での矛

盾が生じる可能性があります。 

 
2 https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards/Product-Life-Cycle-Accounting-Reporting-Standard_041613.pdf 
3 https://quantis.com/who-we-guide/our-impact/sustainability-initiatives/natural-climate-solutions 
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最後に、もう一つの矛盾として、（炭素と生物多様性の両面で）土地に関する算定の枠

組みにおいて、基準状態（歴史的状態、潜在的状態、平均または最大）をどのように選

択するかについて議論が続いています。本ガイドラインでは、土地利用変化や土地管理

変更を算定するための既存のガイドラインと整合されるために、歴史的な基準状態を推

奨しています（WRI 2011）。しかしLCAの目的と範囲によっては、異なる基準状態が望

まれることがあります(HauschildおよびHuijbregts 2015)。4 

 

こうした矛盾と、時に不正確なGHG算定の例は、土地ベースのシステムにおける炭素

隔離の増加と維持に関連する地球規模の気候目標達成に向けた、適切で実用的な戦略

を特定することにリスクをもたらします。したがって、インベントリの収集、CO2換

算としての特性化、LUC以外の炭素残留量に影響を及ぼす事象の特定、および責任が

取られる時間枠を明確にするために、炭素隔離の算定のための標準化されたガイドラ

インが必要です。本ガイドラインにおける概念的な手法は、しばしば「トンイヤー」

法と呼ばれる炭素市場政策に関する先行研究（MurrayおよびKasibhatia 2013）、お

よびピアレビュー論文(Levasseur他 2011、Brandão他 2018、Cherubini、Guest

およびStrømman 2013、Guest他 2013、Breton他 2018、Bessou他 2019）で説

明されている動的算定の手法に基づいて構築されています。本ガイドラインでは、農

場レベルでの影響の年次算定に適した方法を提供し、実務者は、研究や意思決定の問

題に応じて、さまざまな種類のLCA（結果的、帰属的、将来的など）を実行するため

にこの概念を利用できます。「科学的根拠に基づいた目標（SBT）」やISOに準拠し

たLCAなどの、GHGプロトコルによる報告に炭素隔離を含めるための規則は現在（本

ガイドライン作成時点で）開発中です。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
4 Milà I Canals & de Baan によるChapter 11 “Land use” を参照 
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3 
概念的な全体像 

 

 

本ガイドラインは、農場レベルのLCAにおいて、炭素隔離の減少と増加がもたらす気候への影

響と便益をどのように考慮するかについての枠組みを提示します。 

 

これは、ある土地利用カテゴリーにおける土地管理変更に焦点を当て、土地利用変化の算定

を補完します（ただし、置き換わるものではありません）。 

 

本ガイドラインでは、以下の概念が詳述されています。 

 

• 責任期間と基準状態 

• 主要なインベントリ・フロー 

1) 貯留されたCO2：炭素隔離によって大気から除去されたCO2を表し、基準状態を上回る

炭素ストックが構築されることを意味する。例としては、樹木や生垣の植栽による炭素

ストックの増加が挙げられる。 

2) 排出されたCO2ストック：基準状態を下回る炭素ストックの減少の結果で大気に

排出されたCO2を表す。このインベントリ・フローは、土地利用変化による生物

起源のCO2の放出に類似しています。インベントリは、一定期間の年平均値で

もあります。 

• 土地管理変更、継続的な営農、さまざまなインベントリ収集の方法。 

• GWP100による算定に従った気候関連のCO2換算による算出に到達するために、主要なイ

ンベントリ・フローに乗じる特性化係数。 

 

インベントリ・フローの計算については、炭素ストックの変化の測定と推定は現在進行中の研究

分野であり、研究ごとに異なる可能性があるため、本ガイドラインでは、ストックの変化を推定し

測定するための単一のモデルや手法は要求していませんが、可能であればより高次なモデル

を使用することを推奨します（セクション5.5を参照）。プロセスベースのモデルがある場合は、評

価対象年のストックの変化を推定するためにそのモデルを使用することを推奨します。 

 

インベントリの算定における重要な概念は、気候との関連性です（GWP100による算定期

間など）。炭素隔離につながる土地管理変更は、最大限の気候への便益をもたらすため

に、長期にわたることを意図する必要があります。しかし、将来的な土地管理や土地利用、

またはその他の事象（火災、洪水）により、土壌やバイオマスを介した炭素隔離は可逆的

に変化します。この可逆性を考慮して、本ガイドラインでは、土地ベースの解決策を通し

て隔離された炭素はすべて元に戻る可能性があり、そうなればもはや気候への便益はな

い、という予防原則に則っています。  
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この算定の手法により、将来を考慮する必要がなくなり、継続的な営農を通して

CO2を貯留し続けることの便益について、継続的に算定することが可能になります。 

 

GWP100とベルン炭素循環IPCCモデルに整合させるために提案された特性化係数は、欧

州委員会による国際基準ライフサイクルデータ（ILCD）文書（JRC-IES 2010）による提

案と、その他の著者（Brandão他 2019、LevasseurおよびBrandão 2012）によるレビ

ューに従い、−0.01 kgCO2eq/kgCO2-year stored（評価年の貯留量）となっています。こ

の特性化係数の解釈は、炭素ストックの増加による中和の100％の便益は、100年間貯留

された後にのみ達成できるというものです。 

 

一定の土地管理の手法を100年間保証することは、ほとんどの管理上の決定や契約にとっ

て適切な時間枠ではありません。したがって、ILCDの手法を補完するために、本ガイド

ラインでは、永続性を保証できない場合とできる場合の、二つの主要な値の選択肢を提示

しています。永続性を保証できる条件は、本ガイドラインでは示されておらず、GHGプ

ロトコルのような他のプロトコルや、欧州委員会の規則で提示される可能性があります。

たとえば、欧州委員会のカーボン・ファーミング報告のセクション5.6では、異なる排出

スキームで永続性を保証するさまざまな方法の概要を提示しています（COWI 2021）。 

 

永続性が保証できない場合、完全な中和による便益は、関連する管理期間に分散されます。

責任を有する時間枠の値の選択は、本ガイドラインでは責任期間と呼ばれ、前述の−0.01 

kgCO2eq/kgCO2-year stored（評価年の貯留量）という特性化係数は、責任期間に適合す

るように調整されなければなりません。管理可能な期間で農業手法の変更を奨励するため

の値の選択として、本ガイドラインのパブリック・コンサルテーションの作業では20年

間の責任期間を提案しました。この値の選択の解釈は、炭素ストックが毎年増加して残っ

ている場合、20年間、−0.05 kgCO2eq/kgCO2-year stored（評価年の貯留量）のクレジッ

トを毎年受け取ることができるというものです。このことは、隔離された炭素が中和の便

益の100％を20年にわたって（毎年5％ずつ）受けることを意味します。20年経過後にク

レジットは失効し、貯留された炭素が放出された場合は、土地利用変化（LUC）の算定と

同じ規則で扱われます。本ガイドラインでは、以前（たとえば20年以上前など）に貯留

された炭素を保持することによって回避される排出量の算定については奨励していません。

しかし、以前に貯留された炭素の放出は、気候変動に関連する排出につながります。 

 

永続性が保証される場合（契約などを介して）、時間的制約のある特性化係数は必要なく、

ストックの増加が発生した年にインベントリの完全な中和の便益を取得できます（これは

基本的に、ガイドラインのセクション6にあるインベントリの特性化全体をスキップする

ことを意味します）。将来にわたってストックが減少する場合、LUCと同様に排出量を扱

うことが奨励されます。 

 

 

 

 

 

 
 

10  



 
C-sequ - 牛生産システムにおける炭素貯留量算出のためのライフサイクルアセスメントガイドライン 

 

 

概念的枠組みが提供されることによって、実務者は農場レベルでの算定のために

炭素隔離の増減を算定することができます。このため、または収穫量が変動する

ことを考慮して、本ガイドラインでは土地１ヘクタールあたりのインベントリを

算定するための枠組みを提供します。単位をヘクタールからの生産のキログラム

に移行する場合（つまり、「排出原単位」として表す場合）、実務者は既存の方

法（たとえば、ヘクタールあたりの影響を収穫量で割るなど）に従うことができ

ます。このとき既存のLCAガイドラインおよび一般的な慣行に従って、配分係数

を適用する必要がある場合があります。例としては、欧州委員会の製品環境フッ

トプリント法（PEF）と循環フットプリント式（CFF）を適用する場合、堆肥の

施用に関連した炭素隔離の便益は、堆肥システムと農場システムの両方に配分さ

れるべきであると解釈される可能があります。このような配分によって、堆肥の

生産と施用を等しく奨励することができます。 

 

まとめると、本ガイドラインは、特に乳牛および肉牛セクターに焦点を当てた農場レベ

ルの管理変更を支援するために、隔離された炭素の増減を算定する実用的なガイドライ

ンを提供する最初の一歩なのです。定量的な枠組みは、既存のピアレビューされた研究

に基づいており、A）大気からより多くのCO2を長期間除去し、B）土地やバイオマスに

貯留された炭素が排出されないようにする土地管理を奨励することを目的としています。  

 

本ガイドラインでは、実務者（LCAやGHG算定を行う訓練を受けた専門家）が、LCAお

よびGHG算定の枠組みにおける学術的知識と実践の現状が一致した方法での炭素隔離

を導入するための推奨事項を提供しています。 

 

学術的知識と実践の間のギャップを埋めるために、本ガイドラインでは、実務者によ

って実行される手作業の数を少なくする実用的で強固な簡素化を推奨しています。す

べてのGHGの算定と同様に、決められた規則には主観的な性質があるため、本ガイ

ドラインでは、農場レベルのLCAにおいて、隔離された炭素の増減を算定する方法に

関するガイドラインの提案を、透明性をもって提供することを目的としています。 
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永続性の保証 
 

便益のために償却期間なしに永続性を仮定したり、GWP100の枠組みにおいて気候へ

の影響を算定するために特性化を使用しないことは、各種の炭素クレジットおよび

LCAに関連しない炭素評価の典型です。炭素クレジット市場は、森林火災や洪水とい

った自然事象による非永続性を算定したり、一定の検証やモニタリングを必要とする

ために、リスク、緩衝作用、安全係数を適用することもあります。製品や企業のフッ

トプリントを報告したり主張したりするにあたってLCAの永続性を仮定する場合、以

下のような未解決の問題があります。管理の変化や隔離された炭素が永続的であるこ

とを保証するためには、どのような事実が必要でしょうか？どのようなモニタリング

の規則が必要でしょうか？生物起源のCO2放出を1 kgCO2eq/1 kg生物起源CO2排出量と

して特性化するなど、永続的ではない変化に対してのペナルティはあるでしょうか？

これらの問題に回答することは、今回のバージョンのガイドラインでは焦点を当てて

いません。 
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公開される比較の主張はすべて、ISO14040規格に準拠したものでなくてはなりませ

ん。これはGHG算定の発展途上のトピックであり、本ガイドラインの概念的枠組みを

使用して算出される結果は、特に公的なコミュニケーションに使用される場合、カー

ボンフットプリントの総量に関しては個別に報告されなくてはなりません。 
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4 
ガイドラインの概要 

 

本ガイドラインでは、実用的なLCAおよびGHG評価において、いつ、どのように農場

レベルの炭素隔離の増減を算定するかについての推奨事項を提供します。まとめると、

その手法は以下の枠組みによって概説されます（図3）。 

 

4.1. 責任期間の考慮と、基準状態の選択 

 

責任期間は、特定の年の行動による影響や便益が繰り越される年数のことです。実用

的な理由から、本ガイドラインでは、実務者が過去にさかのぼって離散事象を検討で

きる年数を、責任期間と同じ年数とすることを提案しています。離散事象とは、土地

利用変化、土地管理変更、洪水、火災、炭素ストックに変化をもたらすその他の事象

のことを指します。離散事象は、排出や除去が気候に与える影響はその意図との関係

で考慮されないため、炭素ストックの意図的な変化と意図していない変化の両方が含

まれます。他のプロトコルやガイドライン文書では、意図的なものを区別する必要が

ある場合があります。評価のための基準状態は、責任期間における最初の離散事象の

直前、または離散事象がない（すなわち継続的な営農）場合は責任期間の開始時の貯

留量（土壌とバイオマス）であることが推奨されます。炭素ストックの関連する変化

（基準状態からの変化）による気候への便益や影響は、責任期間にわたって繰り越さ

れるものとします。ガイドライン案の実証実験では、管理手法が長期間実施され、炭

素ストック量の増加の証拠がある場合、個別事象を特定することが困難であることが

示されました。この事例は、「継続的な営農」（6.4節）をご参照ください。炭素スト

ックの関連する変化（基準状態からの変化）による気候への便益や影響は、責任期間

にわたって繰り越されるものとします。20年間という責任期間は、パブリック・コン

サルテーションの作業を通じて選択されました。責任期間は、最終的には特性化係数

の調整も行います。本ガイドラインでは、一つの責任期間のみを提供しますが、特定

の意思決定のシナリオにはさまざまな責任期間や振り返りの期間があることが適切で

ある場合があります。 

 

4.2. インベントリの収集 
 

本ガイドラインでは、主に二つのインベントリ・フローに焦点を当てています。 

1）貯留されたCO2と、2）排出されたCO2ストックです。気候に関連するインベント

リは、土壌やバイオマスにおける炭素ストックの純増減を、基準状態に対する土地面

積あたりの化学量論的CO2の単位で把握しなければなりません。 
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4.3. インベントリの特性化 
 

可逆的に基準状態を上回る可能性がある炭素ストックの特性化係数は、GWP100に

合わせて100年間適用される−0.01 CO2eq/CO2 stored-year（評価年の貯留量）が提

案されます。炭素ストックの排出、すなわち基準状態を下回るストックの減少に対

する特性化係数は、単年度で適用される、1 CO2eq/CO2 stock emitted（ストック排

出量）が提案されます。これらの値の非対称性は、物理的には、ほとんどの炭素隔

離は元に戻すことができるのに対し、排出は元に戻すことができないことを示して

います。それでも、20年間の責任期間を考慮すると、最終的な調整後特性化係数は

対称になります。本ガイドラインでは、20年間の責任期間にわたって影響と便益を

均等に配分することを推奨しており、これによって最終的な調整後特性化係数は、

ストックが増加する場合は−0.05 CO2eq/CO2 stored-year（評価年の貯留量）、スト

ックが減少する場合は0.05 CO2eq/CO2 emitted-year（評価年の排出量）となります。

いずれの場合も、便益と影響は20年間繰り越されます。 
 

図3．炭素の除去量と排出量を定量化するための手順概要 

 

これらのステップの実行の詳細については、次のセクションで説明します。 

 

1. 責任期間と基準状態 
 

責任期間（20年間が提案されている）を特定し、基準状態、すなわち過去20年間（=RW）に

どのような変化があったのかを特定します 

2. LCI（ライフサイクル・インベントリ） 
 

評価年の総除去量と排出量を定義します  

• 土壌有機炭素（SOC）の実験的モデル（例：IPCCのTier I およびTier IIモデル） 

• プロセスベースのSOCモデル（例：RothC、Century SOC Tier IIIモデル） 

• 測定（例：土壌有機炭素サンプル） 

• 多年生バイオマス樹木および生垣の相対成長式（例：IPCC Tier Iモデルや学術文

献の手法）、および必要な関連入力変数（例：胸高直径、樹高） 

3. 特性化 
 

二酸化炭素換算（CO2eq）での除去量と排出量の算定方法 

• 可逆的除去量（貯留された炭素）が調整された特性化：−0.05 CO2eq/CO2 stored-

year（評価年の貯留量） 

• 永続的除去量（貯留された炭素）：−1 CO2eq/CO2 stored permanently（永続

貯留量）（たとえば20年間といった、任意の償却を伴います） 

• 炭素ストック排出量が調整された特性化：0.05 CO2eq/CO2 emitted-year（評

価年の排出量）（20年間の償却を伴う土地利用変化の算定と一致するように

します。そうでない場合は1 CO2eq/CO2 emitted-year（評価年の排出量）に

します） 
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5 
責任期間と基準状態 

 

 

既存の土地ベースの炭素の算定では、多くの場合20年に設定されている償却期間への考

慮が必要です。償却期間とは、影響に対する責任が繰り越され、配分される期間のこと

です。 

 

GHGプロトコル農業ガイダンス5 で概要が示されているように、土地利用変化（LUC）

の算定では、償却期間と同じ長さの「振り返り」や評価期間に関して、基準状態（すな

わち、以前の土地利用）を設定できます。本ガイドラインでは、「振り返り」期間と償

却期間は同じ期間であることが推奨されており、これを「責任期間」と呼びます。そし

てこれは、基準状態に関して隔離された炭素の増減に関連した気候への影響や便益に対

して、システムが「責任を有する」期間のことです。 

 

責任期間は離散事象によって開始されるものとします。GHGプロジェクト算定プロトコ

ルのための土地利用、土地利用変化および林業に関するガイダンス6 に沿って、離散事象

とは、責任期間内（たとえば、過去20年間）の炭素ストックを中断させるような土地管理

や土地利用の変化、またはその他の事象（たとえば火災）のことを指します。離散事象が

ない場合、責任期間は、評価年から責任期間の長さ（年数）を引いたものとして開始でき

ます（6.4節）。20年の責任期間が提案されていますが、特に多年生植物や在来植生の再

生の場合、責任期間は個々の判断によって左右されます（たとえば、責任期間は多年生植

物の循環に適している必要があります）。 

 

実務者は、農場管理者へのアンケート、衛星画像、または土地の利用と管理を認定す

る法的文書や証明書類を通して、「振り返り」期間を調査することが奨励されます。

たとえば、責任期間が20年の場合、実務者は20年を振り返って（例えば、衛星画像

や土地所有情報などを使用して）、離散事象の存在を判断しなくてはなりません。 

 

インベントリの収集と期間中の結果の最終的な分配に関する責任期間には複数の意

味があり、それは調整後特性化係数を利用して、実際的に計算をすることができま

す。責任期間とは、過去に発生した炭素隔離の増減に対して実務者が責任を負うこ

とができる期間を示します。貯留された炭素の場合、ある評価年において過去に隔

離された炭素がシステムに残ったままである場合にのみ、過去の年のインベントリ

（つまり、5年前に開始された土地管理変更によって、毎年炭素が貯留されている

場合）を考慮することができます。 
 

5 https://ghgprotocol.org/agriculture-guidance 
6 https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards_supporting/LULUCF%20Guidance_1.pdf 
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責任期間のもう一つの意味は、便益または影響全体が、責任期間にわたって配分さ

れなければならないということです。たとえば、GWP100の枠組みでは、炭素隔

離量増加の便益の特性化係数（CF）は−0.01 kgCO2eq/kgCO2 stored-year（評価

年の貯留量）であり、気候への便益全体を獲得するには100年が必要です。最終的

な調整後特性化係数の式は次のとおりです。 

 

 

CF
調整後 

=   
CF

対象期間 = 100         = CF 
RW 

 

 
 

単年 

100 
=  

RW 

 

方程式 1

 

この場合、CF対象期間=100は、GWP100のシナリオを考慮して、完全な環境への便益

や影響を獲得するのに100年を考慮することを意味しますが、今回の責任期間

（RW）は20年として推奨されています。たとえば1年間のCF、すなわちCF単年 = 

−0.01 kgCO2eq/kgCO2 stored-year（評価年の貯留量）は、最終的に100年間で 

CF対象期間=100 = −1 kgCO2eq/kgCO2 stored-year（評価年の貯留量）の完全な便益が

得られます。RW=20の場合、調整後特性化係数としては年間5%、すなわち−0.05 

kgCO2eq/kgCO2 stored-year（評価年の貯留量）となります。また別の例として、

排出が可逆的ではない場合、1 kgCO2eq/kgCO2 emitted-year（評価年の排出量）

はすでに100年の対象期間の影響が算定されています。RW＝20の場合、調整後特

性化係数としては年間5%、すなわち0.05 kgCO2eq/kgCO2 emitted-year（評価年

の排出量）となります。 
 

 
提案された責任期間の長所と短所は付属書の表A1（パブリック・コンサルテーショ

ンに提出された責任期間）に記載されています。パブリック・コンサルテーション

に提出された責任期間、すなわちこれらの要素の一般公開の意見聴取は、2020年

11月2日から同年12月9日まで実施されました。現在の奨励事項は、隔離されたCO2

の増減について、責任期間は同じにするというものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

責任期間の選択に主観が伴うことから、責任期間の最終的な選択に向けた同意

を得るために、パブリック・コンサルテーションが実施されました。20年、50

年、そして100年の責任期間が提案され、パブリック・コンサルテーションの

結果として、20年間の責任期間が選択されました。 
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6 
インベントリの収集 

 

ライフサイクルインベントリ（LCI）は、LCAの枠組みの重要な部分です。 

 

本ガイドラインでは、気候に関連する二つの主要なインベントリ・フローが紹介され

ています。 

 

1) 貯留されたCO2：炭素隔離によって大気から除去されたCO2を表し、基準状態を

上回る炭素ストックの構築を意味します。例えば、追加的な樹木や垣根の植栽に

よるバイオマスとしての炭素ストックの増加や、有機炭素の高投入と省耕起への

変更による土壌有機炭素としての炭素ストックの増加などが挙げられます。 

 

2) 排出されたCO2ストック：過去に隔離された炭素の減少によって大気に排出され

たCO2を表し、炭素ストックが基準状態よりも減少したことを表します。このイ

ンベントリ・フローは、土地利用変化による生物起源CO2の放出に類似していま

す。 
 

炭素の増減に関するインベントリ・フローは、別々に管理しなくてはなりません。す

べてのフローは土地1ヘクタールあたりで考え、実務者は生産1キログラムあたりの最

終的な影響（すなわち、排出原単位）に到達するため、既存のLCAの手法に従わなく

てはなりません。インベントリの収集は、農場レベルのLCAに炭素隔離を含める際の

最も困難な側面であることが、実証実験で確認されました。付属書B.には、特定され

たモデルのまとめと、モデルを選択する際に考慮すべき基準のリスト、および実務者

に支援を提供するためのデータベースが掲載されています。 

 

6.1. 不確実性とデータ品質 
 

インベントリの測定やモデル化のために使用される方法に関しては、不確実性とデー

タ品質を考慮する必要があります。ISO14067とGHGプロトコル（第8章）7 のデータ

品質の原則に従うものとし、特定のデータ品質要件は、LCA結果の使用状況によって

異なります（たとえば、報告や公的なコミュニケーションに使用する場合や、内部ス

クリーニングやホットスポットの特定に使用する場合など）。 

 

本ガイドラインでは、信頼できる第三者機関の検証を経たTier IIIモデル（例：サンプ

リングと組み合わせたプロセスベースのモデル）や高品質の一次データ測定が最高品

質のデータを提供し、第三者機関の検証がない低階層の手法（例： IPCC Tier I）は低

品質とみなしています。 
 

7 https://ghgprotocol.org/sites/default/files/standards/Product-Life-Cycle-Accounting-Reporting-Standard_041613.pdf 
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土壌炭素の一次データ測定は不確実性が高く、大きな空間変動を示すことがあり

（FAO 2019）、専門家の判断では、分析的測定はデフォルトではモデル化よりも高品

質であると見なすべきではないことが示唆されています。低品質のデータを使用する

可能性のあるフットプリントやスクリーニングでは、特に意思決定のガイドラインを

提供する際に、その結果が変わり易いことを考慮しなくてはいけません。 

 

使用されるデータ、モデル、仮説（一般的なもの、もしくはサンプルから得られたも

の）は透明性をもって伝えられなくてはなりません。炭素隔離や炭素ストックの減少

のフットプリントが生産のフットプリントの10％以上を占める場合、実務者は特に結

果を公表したり意思決定をする前に、データの不確実性と品質を検討し、公表しなく

てはなりません。 

 

6.2. インベントリ収集の一般原則 
 

ガイドライン案の実証実験では、インベントリ収集が炭素隔離の算定における主要な

課題であることが示されました。前節で説明したように、高次のモデル、すなわち土

壌サンプルと組み合わせた（例えば校正した）プロセスベースのモデル は、土壌有機

炭素の予想変化量を最も正確に推定できると思われますが、このレベルの精度は実現

が難しく、ガイドラインの適用によっては必要とならない場合もあります。例えば、

このガイドラインが公的に比較される製品クレームに適用する場合は、このような高

い精度が望ましいですが、企業内部の炭素査定にはこのような厳密さは必要ないかも

しれません。 

 

インベントリのための隔離された炭素の年間の減少と増加は化学量論的CO2と見なし、

土地面積（たとえば、ヘクタールあたり）の土壌と多年生バイオマスを考慮しなくて

はなりません。本ガイドラインでは、実務者が基準状態に対する変化を算定する数年

前からのインベントリを考慮する必要がある、繰越責任の概念（4章）を適用すること

を提案しています。基準状態とは責任期間開始直前のストック量として定義され、そ

こからの炭素ストックの増減が考慮される状態であり、それらの気候との関連性を決

定するものです。実際、責任期間を考慮した評価年の関連するインベントリとは、責

任期間開始から評価年までの毎年の正味の炭素ストックの変化量であることを意味し

ています。 

 

関連するインベントリは、以下のように単純に計算ができます。 

 

SLCI = Sn 評価年 - S0 方程式2A 
 

SLCIがLCIに関連した正味の炭素ストック量である場合、nは評価年、Snは評価年の総ス

トック量、S0は責任期間開始直前である基準状態の総ストック量を表します。もう一

つの方法として、これは次のように表すこともできます。 
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S
LCI 

= Y
n 

= (Sn - Sn-1) 方程式2B 

 

nは責任期間（RW）内の各年、Ynは年間の炭素ストック量の正味の増減、Snは責任期間内の

各評価年における総ストック量、Sn-1は評価年の前年のストック、S0は基準状態となります。

方程式2Bは、責任期間開始以降の各年の年間増減の積算となります。 
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毎年積算される 

 
 

図4. 土地管理変更により、20年間にわたり毎年の炭素ストック量（Y）が正味の増加につながるという仮
説に基づいたインベントリの模式図。貯留されたCO2として関連するインベントリは、責任期間（RW）全
体にわたる年間ストック量の増加を積算したものである。この例では、責任期間（RW）は20年に設定され
ている。時間の進行により、責任期間もLUCの算定と同様にシフトするものとする。この例では、21年目
のインベントリに関連するストック量は S0’で、21年目と1年目のストック量の変化を考慮している（評価
年から20年を引いて、新しい責任期間が開始）。評価年における炭素ストック量の正味の変化は、評価年
（S20）と基準状態（S0）の差異として（方程式2A）、または評価年とその前年の差異（すなわち Yn）の
積算として（方程式2B）計算することができる。 

 

図4は、炭素ストック量が増加した場合のみの、土地管理変更以降の関連するインベント

リを示しています。炭素ストック量の増加は、責任期間（例：20年間）内においてのみ繰

り越されることに注意してください。 

 

炭素ストック量に増減がある場合、すなわち責任期間中にストック量に変化がある場合、

実務者はSLCIの2つの可能性のあるフローを個別にインベントリ化するものとします。 

1) Sn > S0の場合に貯留されたCO2としてのSLCI 

2) Sn < S0の場合に排出されたCO2ストックとしてのSLCI 
 

19  

 Y1 + Y2 Y1 + ... + Y19 Y2 + ... + Y20  

Y21 = S21 - S0 ' Y20 = S20 - S19 Y1 = S1 - S0 Y2 = S2 - S1 Y3 = S3 - S2 

責任期間 

 
基準ストック量 

20年間の責任期間外 
 
繰越責任（斜線部分） 

 
総ストック量 CO2 の年間ストック量 o 

土地管理変更により、 
多年生バイオマスや土壌有機
炭素を通じて、正味の炭素
ストック量が増加します 

o 
Y20 

o 
 

o 
Y 3 

o 
Y1 

S20 Y 1 

o 

S0' 新たな基準状態が

S0’ ＝ S0 ＋ Y20 

となる S2 S3 

S0 
S1 

 
 
 

Y 2 



C-sequ - 牛生産システムにおける炭素貯留量算出のためのライフサイクルアセスメントガイドライン 
 

 
 

図5は、土地管理変更の開始後、一定期間にわたり炭素ストック量の増減があるという仮

説の例を示しています。この気候に関連するフローには、貯留されたCO2とCO2ストック

の排出があり、これらのインベントリの繰越責任が責任期間に対して可視化されています。

この例では、1年目には管理手法の変化による炭素ストックの増加があります（Y1）。し

かし予想に反して、2年目には前年に増加したストック量は生物起源のCO2排出として失

われ、追加のCO2ストックは排出され（Y2）、総ストック量が基準状態を下回ることにな

ります。システム内の貯留がなくなったため、前年の貯留に対する繰越責任はありません。

3年目には、同じ農業手法によって再び炭素ストックを構築（Y3）することができ、シス

テムから失われた前年（Y2）のストック排出の繰越責任が相殺されます。4年目に、農業

手法は継続され、新たな量の炭素を貯留（Y4）し、1～3年前の排出と除去の責任を繰越し

ます。21年目には、炭素ストック量は安定し、繰越責任に関連した便益と影響は責任期間

から外れ始め、「責任期間外」の炭素ストック量は、もはやインベントリに関連があると

は見なされなくなります。 
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図5. 土地管理変更によりストックが変動し、その結果としてCO2の貯留、CO2ストックの排出、生物起

源CO2の排出をもたらす仮説に基づいたインベントリの模式図。関連するインベントリは責任期間

（RW）全体を通して、年間のストック増加を考慮している。この例では、責任期間（RW）は20年に

設定されている。時間の進行により、責任期間もシフトするものとする。この例では、貯留されたCO2

と排出されたCO2ストックについては繰越責任を示すが、生物起源CO2の排出は気候に関連していない

ため繰越されない。これは方程式2Bの説明となる。 
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たとえば、有機炭素を土壌に施用する際に排出される生物起源CO2量（図2を参照）も含

め、物質収支を確保するためにシステムを出入りするすべてのフローをインベントリ化

することは優れた方法です。そのような高速循環型の生物起源CO2放出（たとえば、最

近光合成によって大気から除去されたCO2である施用された糞尿や堆肥由来のCO2放出）

は、気候への影響を無視できる（特性化係数は0）というのが統一見解です（ただし、

糞尿やその他の有機物から放出されるCH4とN2Oは、他のLCA算定ガイドラインに従っ

て考慮されなくてはいけません）。例外として、堆肥として泥炭を使用する場合、泥炭

地の炭素は数百年（もしくは数千年）にわたって隔離されており、その炭素の放出（土

地管理を介してであろうと、堆肥といった他の手段を介してであろうと）は、気候に関

連したCO2排出であると見なされるべきです。そのため、このインベントリ・フローの

モデル化の詳細は、隔離された炭素の増減による便益と影響に焦点を当てた現在のガイ

ドライン案では網羅されていません。 

 

一般に炭素隔離をモデル化する場合、生物起源のCO2排出のフローは、農場に追加され

た炭素（堆肥や糞尿を介してなど）と、土壌有機炭素ストックの形で農場に残っている

炭素の差として導き出すことができます。一例として、100年の時間枠で土壌に追加さ

れた全炭素の10％の炭素隔離が推定されています(Petersen他 2013)。 

 

土地管理変更に対する主なインベントリ収集方法は以下のとおりです。 
 

• 土壌有機炭素（SOC）の実験的モデル（例：IPCCのTier I およびTier II モデル） 

• プロセスベースのSOCモデル（例：RothC、Century SOC Tier III モデル） 

• 測定（例：土壌有機炭素サンプル） 

• 多年生バイオマス樹木と生垣の相対成長式（例：IPCC  Tier I モデル、および学術

文献の手法）、および必要な関連入力変数（例：胸高直径、樹さ） 

 

本ガイドラインでは、インベントリは農場レベルでの評価のため、単位面積を参照して

います。実務者はたとえば生産量や配分方法等を考慮し、LCAの既存の手法に従って、

機能単位または質量単位ごとに結果を得る責任があります。 

 

6.3. 土地管理変更 
 

土地利用変化が土地ベースの炭素量算定に与える影響の算定は、GHGプロトコル農

業ガイダンス8 などで詳しく説明されているため、本ガイドラインは、土地管理変

更に関する大きな知識のギャップを埋める役割を果たしています。 

 

土地管理変更とは、農場の土壌やバイオマスの全体的な炭素ストックに影響を与える

農業手法の変更のことを指します。この変更は、土地利用が変化しないような土地利

用カテゴリーの範囲内で行わなければなりません（たとえば、耕起耕作地から不耕起

耕作地への変更や、低投入から高投入の草地への変更など）。 
 

8 https://ghgprotocol.org/agriculture-guidance 
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本ガイドラインにおいて、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）によって定義され

ている関連する土地利用とは、耕作地と草地、および湿地（泥炭地）です。考慮すべ

き土地管理変更を非網羅的にリストアップしたものが、表1に挙げられています。表1

に示された土地管理変更は、いずれの場合も必ずしも炭素ストックの変化につながる

とは限らないため、各評価ではケースバイケースで土地管理変更を検討しなければな

りません。農業システムが定常状態にはなく、継続的な営農によって正味の炭素スト

ック量に変化があるという証拠がある場合、表1にある以外の土地管理変更や継続的

な営農が考慮されます。 

 

インベントリの収集方法の例は、手法の有用性に関して提案されています。Tier I、II、

およびIIIは、適用される方法論の複雑さ、モデルとなるパラメーターの地域特異性、お

よび空間分解能の程度を表しています。Tier Iは、集約された実験データに基づいたデフ

ォルト値を伴うよりシンプルな手法になります。Tier IIにも、より高度なデータ分解（国

レベルなど）を伴ったシンプルな方法が取り入れられています。Tier IIIには、モニタリ

ングと一次データ収集（IPCC 2006）に基づくより複雑な手法と、IPCCによってまだ文

書化されていない革新的なモデルが含まれています。データとリソースが利用でき、強

固な意思決定に必要な場合は、常に上位階層（Tier）の手法が推奨されます。 

表1．地理空間条件および厳格な管理手法に応じて土壌やバイオマス中の炭素隔離またはCO2排出が発生す
る可能性のある、乳牛および肉牛セクターに関連する土地管理変更の一部 

 

土地管理変更 関連する炭素プール インベントリ収集方法の例 

低度あるいは高度の有機土壌改良

剤（残留物、堆肥、糞尿など）を

伴った、耕起から省耕起または不

耕起への変更 

土壌有機炭素 Tier I、II、IIIのいずれの方法も適用

可能である 

選択的植栽による草地管理の変更 土壌有機炭素 選択的植栽と草地管理は、その土地

固有のものであり、非常に可変的で

あるため、Tier III 法を必要とする場

合がある 

土壌改良剤による炭素と窒素

（C/N）の平衡状態の達成と制御 

土壌有機炭素 Tier I、II、IIIのいずれの方式も適用

可能である 

断続的な裸地から、被覆作物また

は輪作を伴う管理への変更 

土壌有機炭素 輪作に関する具体的なシナリオは、

その土地固有のものであり、非常に

可変的であるため、Tier III 法を必要

とする場合がある 

高強度放牧から低強度放牧への変
更 

多年生バイオマスと土壌

有機炭素、またそのいず

れか 

Tier I、II、IIIのいずれの方法も適用

可能である 

適応型マルチパドック放牧といっ

た放牧手法への変更 

多年生バイオマスと土壌

有機炭素、またそのいず

れか 

特殊な放牧手法は、その土地固有の

ものであり、非常に可変的であるた

め、Tier III 法を必要とする場合があ

る 

在来種などの再生生育の容認 多年生バイオマスと土壌

有機炭素、またそのいず

れか 

在来種の再生は、その土地固有のもの

であり、非常に可変的であるため、

Tier III 法を必要とする場合がある 
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土地管理変更 関連する炭素プール インベントリ収集方法の例 

樹木や生垣がない、または少

ない状態から、多くある状態

への変更 

多年生バイオマスと土壌

有機炭素、またそのいず

れか 

樹木と生垣の追加は非常に可変的であ

り、その土地固有のものであるため、

Tier III 法（すなわち、気候帯に敏感な

相対成長式）を必要とする場合がある 

泥炭地での排水または浸水手法の

変更 

泥炭炭素 泥炭地の管理は、その土地固有であ

り、非常に可変的であるため、Tier I

およびTier II 法も可能であるが、Tier 

III 法を必要とする場合がある 

 
 

6.4. 継続的な営農 
 

継続的な営農の場合、1年当たりに減少・増加する炭素ストック量は、当年のストック量と20年前

のストック量の差を20年で割ったもの、すなわち1/20×SLCI＝1/20×（Sn-Sn-20）として算出できま

す。2A式に従うと、この場合のSnは評価年、Sn-20は評価年の20年前、つまりS0となります。 

 

以下は、責任期間内に離散事象がない場合でも、炭素隔離が継続的な実践によって発生する可

能性がある状況の例です。 
 

例１：責任期間は20年間に設定します。ある泥炭地が過去50年間排水されており、炭素
ストック量が減少し続けているため、評価年のインベントリは、過去20年間の全炭素スト
ック量の損失に関連しています。 

 

例2：責任期間は20年間に設定します。地理空間条件（低温など）により、50年間にわ
たって継続的に炭素ストックを追加する管理を行ったとしても、土壌は最大の炭素ス
トック量に達していません。Tier IおよびTier IIのデフォルト値は平衡状態に達するま
での期間を20年と想定しているため、評価年のインベントリは、Tier III方式に基づく
必要があります。 

 

継続的な営農の場合、関連するインベントリは責任期間にわたって繰り越すことができます。こ

の種の算定では、土壌やバイオマス中の炭素を隔離する継続的な営農を推進し、炭素ストック

を排出するような、たとえば土壌有機炭素やバイオマスを枯渇させる可能性がある手法を行わ

ないようにできます。 

 

6.5. 鉱質土壌のCO2排出および貯留のインベントリ 
 

土壌有機炭素のインベントリは、鉱質土壌および有機土壌の両方について、農場のヘクタールご

と、もしくは単位面積ごとに計算されなければいけません。農場によっては、単位面積ごとの「区

画」（土地の区域）によって生産手法が異なる場合や、農場全体で地理空間条件（土壌タイプな

ど）が異なる場合もあります。この場合、各区画（土地管理と地理空間条件の固有の組み合わ

せ）は、総農地面積を考慮した加重平均などによって算定される必要があります。 
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区画と同様に、作物や牧草の輪作（同じ土地単位での連続した利用）も、ある作物や

牧草が輪作期間中に畑を占める時間の割合で処理することができます。たとえば、ト

ウモロコシが典型的な輪作期間中に畑を 20％占有する場合、代表的な単純化として、

これはある年の畑の面積の 20％と見なすことができます。農業者や専門家の知識に基

づいて典型的な輪作を考え、複雑な輪作の場合は、できるだけ簡略化して計算するこ

とをお勧めします。図6に、様々な区画の輪作の例を示します。 

農地利用1年目   農地利用2年目  農地利用3年目  農地利用4年目 

 

図6. 土地区画における様々な作物と牧草の輪作 

 

図6を単純化して計算すると、どの年も牧草が50％（16区画のうち8区画が輪作）、トウモ

ロコシ25％、小麦25％（16区画のうち4区画が輪作）となります。 

 

FAO畜産環境評価成績（LEAP）ガイドライン9 は、本ガイドラインでは取扱われてい

ない土壌有機炭素のサンプリングを実施するための包括的な推奨事項と手順を提供し

ています。土壌有機炭素の測定に利用できるリソースがある場合、そちらを利用する

方がモデル化よりも望ましいと思われますが、データの変動性を考慮すると、土壌有

機炭素の測定は長期的な時間スケールでのみ関連する可能性があり、いずれの年でも

LCAやGHG算定評価を行うには実用的ではない場合があります。 

 

特に鉱質土壌については、本ガイドラインでは、「2006年 IPCC国別温室効果ガ

スインベントリガイドラインの2019年改良の第4巻、農業、林業、その他土地利

用（AFOLU）」で記載されている情報を使用して鉱質土壌中の土壌有機炭素の

増減を推定することを推奨しています。 IPCCのデシジョンツリーは、より高い

階層の手法が優先的に考慮される、適切な階層手法の選択（ IPCC 19R、第4巻、

図2.4を参照）を通して、利用者を誘導することができます。本ガイドラインは、

LCAに炭素隔離を含めるための推奨事項を提供する最初のステップであるため、

実務者がこれらのモデルの適切かつ正確な適用を可能にするリソース（専門知識、

時間、資金）を入手できる場合、Tire I I Iのプロセスモデルを使用することを推

奨します。それ以外の場合は、土壌有機炭素（SOC）を考慮するための、より

シンプルなTier IおよびTier I Iの実験的モデルが許容されます。いくつかの革新

的な土地管理変更では、モデル化技術が利用できないこともあります。  

 

 

 
 

9 http://www.fao.org/3/ca2934en/CA2934EN.pdf 
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Tier IおよびTier IIのSOC変化に関するIPCCの手法は同じモデルを使用していますが、

Tier Iは場所が不明な場合に一般的なデフォルト値を使用し、Tier IIは国や地域固有の

データを使用しているので、後者が優先的に利用されるべきです。 

 

Tier IかTier IIのいずれかの方式を適用するには、（国別などの）固有の気候や土壌の

タイプに関して区画エリアを定義することから始まります。一つの農場に、気候や土

壌のタイプが異なる複数の区画エリアが存在する場合もあります。次に、責任期間内

で離散事象が発生した場合、参照表（たとえば、IPCC 2006第6章の表6.2にあるデフ

ォルト値）から各区画の土壌有機炭素ストックの基準状態（SOCREF）が定義されま

す。この基準ストックに、土地利用変化（FLU）、管理手法（FMG）、有機土壌改良材

の投入（FI）に関連した係数を乗じ、新しい基準ストック（SOCREF）が得られます。

両者の差は、2つの状態の間のSOCの変化であり、炭素ストックの増減につながりま

す。同じ農場内で複数の土壌タイプ、気候地域、もしくは管理手法がある場合、この

手法をそれぞれの区域に個別に適用しなければならず、それによって区画の「加重平

均」を構築することができます。 

 

被覆作物は実験的モデルでは明確に取扱われてはいませんが、「無糞尿で高い」FMG

係数の使用によって、被覆作物やその他の植物の残留物、あるいは糞尿以外の有機物

による土壌への炭素投入量の増加を考慮することができます。収穫などによって除去

される可能性がある被覆作物中の炭素は、隔離された物質とは見なされません。 

 

土壌は極めて複雑なシステムであり、家畜の生産下では、さらに複雑です。管理手法に

対する土壌有機炭素の反応は、気候、土壌の種類、および植生に依存します。放牧シス

テムでは、放牧の強度に関連した植物の除去や糞尿の投入などの追加的要因が土壌中の

炭素蓄積に影響を与えます。放牧は種類が多く、植物種、土壌、および気候も多様であ

るため、放牧の影響を予測することは困難です。したがって、現在のところ、放牧地に

おけるSOCストック量とその変化を推定する適切な方法論についての統一見解はありま

せん（FAO 2019）。 

例 

IPCCガイドライン（2006）のTier I方式による、草地におけるSOC変化量の算出例を以下

に示しています。温暖湿潤地域の砂質土壌で過放牧されている草地を、放牧の圧力を緩和

することで改良しています。責任期間は20年間に設定されています。 
 

ステップ1 

目的：土壌の種類を特定すること（有機質土壌か、鉱質土壌か）。 

例：この場合、土壌は鉱質です。 

 

ステップ2 

目的：IPCCの表2.2を参考に、インベントリを作成する草地の各エリアの気候と土

壌タイプに基づいてSOCの基準値を定義すること（IPCC 2006）。 

例：この場合、深さ0〜30cmでSOCREF値が71トンC/haである単一のエリアが対象

です。 
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ステップ3 

目的：責任期間の開始時点（すなわち20年前）のSOC0を算出すること。初期の管

理手法の変動係数（FMG_0）と有機物投入によるストックの変動係数（FI_0 ）を選

択します（IPCC 2006、第6章の表6.2のデフォルト値）。これらの係数にSOC基

準値を乗じると、「初期」の土壌炭素ストック量（SOC0）が得られます。 

 

FLU_0：1（土地利用変化がないため、草地のまま残ります） 

FMG_0：0.95（土地管理のための投入を受けていない過放牧または中程度に劣化した草地） 

FI_0：該当なし（改良された草地にのみ該当） 

SOC0 = SOCREF x FLU_0 x FMG_0 x FI_0 

SOC0 = 71 x 1 x 0.95 x 1＝ 67.45トンC/ha 

ステップ4 

目的：この管理手法を20年続けた後の新しい平衡状態であるSOCREFを計算すること。前の

ステップと同様に、土地利用変化がないため、FLU’ = 1となります。管理手法による変動係

数（FMG’）と、新しい管理手法に関連する炭素投入による変動係数（FI’）（IPCC2006の表

6.2のデフォルト値）を選択します。係数FLU’、FMG’、FI’にSOCREFを乗じると、土壌炭素ス

トック量（SOCREF’）の新しい平衡状態が得られます。 

例： 

FLU’：1（土地利用変化がないため、草地のまま残ります） 

FMG’：1.14（中程度の放牧の圧力を伴う草地の改良） 

FI’：1（追加的な管理投入のない改良された草地） 

SOC20 = SOCREF’ x FLU’ x FMG’ x FI’ 

SOC20 = 71 x 1 x 1.14 x 1＝ 80.94トンC/ha 

ステップ5 

目的：責任期間（20年間）にわたるSOCの年平均変化量を算出すること。 

例： 

ΔSOC = (SOC0 - SOC20)/t = -13.49 t/ 20 = -0.67トン C/ha年 

ステップ6 

目的：SOCを化学量論的CO2に変換すること。 
 

例： 

CO2除去量＝0.67×44/12＝2.46トンCO2 C/ha年 
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IPCCのSOC方程式はシンプルで使いやすい分、大きな制約があります。研究によっては、

IPCCの方程式の適用が妥当であることを正当化するために、土壌有機炭素の変化を観察

し、検証する必要があります。例えば、これらのIPCCの方程式は、あまり厳しくない放

牧管理が炭素ストックの増加につながることを前提としていることが挙げられます。炭素

ストックの増加については、農場で行われる他の手法と、気温、土壌、および植生といっ

た地域の条件に左右されるため、放牧の手法を変更したとしても保証することはできませ

ん(Contant他 2017)。さらに、一部の地域では放牧と一年生作物の輪作を行うのが一般

的であり、そのような輪作によって引き起こされるSOCの変化は、IPCCの方程式では明

確に算定されません。SOCを作物と牧草の輪作に関連づける複数の研究（Garcıa-

Préchac他 2004、Grahmann他 2020）では、連作と比較して、SOC、窒素濃度、お

よび収穫量の増加があることが示されています。しかしながら、そのような輪作やその他

の放牧管理の手法が土壌の特性にどの程度影響するかについて、研究は現在も進行中です。

本ガイドラインの改版時には、作物と牧草の輪作を含むさまざまな放牧管理の手法に関す

る進行中の研究を考察する必要があります。 

 

Tier IおよびTier II方式に関する一般的な考察の概要：  

• 土壌有機炭素（SOC）ストック量は、一定の気候、土壌タイプおよび土地管理で平

衡状態に達します。 

• 土地管理手法の変更が加えられると、土壌有機炭素ストック量は20年間と想定さ

れる（定常状態への）移行期間（D）の後に、新しい平衡状態に達します。 

• 土壌有機炭素ストック量の推移は直線的です（すなわち、2つの炭素ストック量

の差を20で割ったものです。IPCC 19R 第4巻、2.25の方程式を参照） 

 

いずれの場合も、単位面積あたりの土壌有機炭素の単位で収集されるインベントリ

は、44/12（炭素に対するCO2の分子量比率）を乗ずることによって、化学量論的

CO2に換算されるものとします。 

 

6.6. 有機質土壌（泥炭地）における有機物の分解によるCO2ストック排出のインベ
ントリ 

 

湿地とは、年間を通して、または1年のある期間が水で覆われているか、水が浸透し

ている土地（泥炭地など）であり、その他の土地利用カテゴリー（森林、農地、草

地および開拓地（IPCC 2006 付属書3A.5、第3章、第4巻））には分類されません。

泥炭地は、一般に植物生産と泥炭蓄積の速度が有機物の分解速度を上回ることから、

重要な炭素吸収源となっています。しかし、土地利用変化や持続不可能な土地管理

（継続的な排水など）によって、泥炭地は長期的な炭素吸収源から最終的に炭素排

出源へと変化します。 

 

肉牛および乳牛のサプライチェーンに典型的な土地利用（すなわち、放牧と一年

生耕作地）が、関連する期間で泥炭地に隔離される炭素の増加に繋がるという証

拠はありませんが、管理手法によって排出量を削減できるという証拠はあります。

排水は泥炭地での農業を可能にしてきた一般的な管理手法です。排水は人為的に

地下水位を下げ、泥炭の酸化によって温室効果ガスの排出量（CO2とN2O）の増 
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加につながりますが、これは泥炭地の排水と酸化が続く限り、何世紀にもわたっ

て継続する可能性があります。場合によっては、地下水位が高い排水溝でメタン

生成が起こり、地表から20cm未満の排水で再湿潤化するとCH4が排出される可能

性があり、これも算定する必要があります。 

 

さまざまな研究によって、たとえば再湿潤化といった泥炭地での管理手法を改善するこ

とで排出量を削減できないか検討されています。管理手法の一つは、農作業を引き続き

実施できるように泥炭地を再湿潤化させることです。再湿潤化により泥炭地の地下水位

が上昇・回復し、それによってCO2とN2Oの排出量が減少します。また暗渠（浸水）排

水といった技術によって排出量が減少する可能性もあります 

 

現在のところ、泥炭地での農業の緩和策に関連する温室効果ガスを乳牛セクター内でど

のように監視すべきかの基準はありません。本ガイドラインでは、炭素ストック量の正

味の減少、つまりCO2ストックの排出量を推定するために提示された手法は、2006年

IPCC国別温室効果ガスインベントリガイドラインに対する2013年追補から得ています。

たとえば、付属書Aで提示されているオランダで実施された研究（Lesschen他 2020）

に基づいたTier II方式のように、より特定の地域で実施された数多くの研究があります

（Tiemeyer他 2020）。気候との関連性を考慮すると、動水位データ、水位低下率、

および浸水排水のデータなどの詳細なデータの改善が今後利用できるようになる可能性

は高いです。特定の地域でこのような詳細なデータが利用できる場合は、泥炭地からの

CO2とN2Oの排出量を推定する際にこれらのデータを含めることを推奨します。 

 

湿地に関するIPCCガイドラインでは、排水された土地面積に排出係数を乗じることに

より、有機土壌からの現場での年間CO2排出量と除去量を推定するための手法（方程

式3）が提示されています。Tier I方式の、排出係数のデフォルト値は2013年IPCC報告

書の表2.1をご参照ください。より詳細なデータが利用できる場合は、国別の排出係数

や気候管理システムのより細かい分類に基づいてTier IIを適用することができます。

IPCCガイドライン（IPCC 2013）のセクション2.2には、排水された有機土壌からの

土壌炭素の直接損失と、溶存有機炭素（DOC）の損失とCO2以外の排出による現場外

での年間CO2排出量の推定のための詳細な手順が示されています。 

 
S

LCI 

 
= EF

c,n,d 

44 
x 

12 

 

方程式3 

 

SLCIが、土地利用カテゴリーにおける排水された泥炭地からの炭素ストックの年間減少

量（トンCO2ストック排出量）である場合、EFは、気候区分 c、養分状態 n、排水クラ

スdによる排水された泥炭地の排出係数（トンC/ha）であり、44/12はCO2と炭素の分

子量比、nは基準状態が開始されてからの年数です。この場合、排出係数はすでに基準

状態と評価年の間の年次変化を算定しているため、その式は方程式 2A-Bの代わりに直

接使用することができます。場合によっては、パラメーターc、n、dのさまざまな組み

合わせが同じ農地で発生することもあります。この場合、各区画（土地管理と地理空

間条件の固有の組み合わせ）は、たとえば農地の総面積で加重平均することによっ

て、算定される必要があります。 
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泥炭地では、土地利用変化と見なされる離散事象がない場合、年間の排出が（管理の

状況によっては）継続する可能性があるため、責任期間の概念は適切ではない可能性

があります。従って、管理に応じた年間の総排出量はSLCIで考慮することができます。 

 
6.7. 多年生バイオマスに貯留されたCO2のインベントリ 

 

土壌と同様、多年生バイオマスのインベントリ収集は基準状態に関連しています。もし離

散事象（たとえば、樹木や生垣を新たに植える、過去数年間に新たに多年生植物を再生さ

せるなど）の前に多年生バイオマスが存在していない場合、バイオマスの基準状態は「0」

であるため、インベントリは樹木に貯留されている化学量論的CO2全体として実際的に計

算することができます。しかしながら、以前から農場に存在する多年生バイオマスが離散

事象の後に農場に残る場合、このストックは基準状態の一部であるため、ストック増加の

インベントリに含めることは推奨されません。例として、森林地域を含む農場が購入され

た場合、森林地域は基準ストックに含まれ、伐採されない限り（伐採された場合は、気候

への影響となる）気候に関連したインベントリに含めることはできません。このように、

責任期間（RW）が有効であり、RW=20で、樹木が20年より前に植えられた場合、本ガイ

ドラインでは、継続的な営農（6.4節）を考慮した算定を行うよう提案しています。同様

に、RWを超える樹齢の農場内の樹木が伐採され、CO2が放出される場合、この放出は土

地利用変化のモデル化の計算に類似した気候への影響と見なされるものとします。植栽

または、再生やその他の管理手法を許可する前に、焼却やその他バイオマス除去が行わ

れる場合、除去されたバイオマスからのCO2排出は、CO2ストック排出（SLCI）の関連イ

ンベントリに含まれるものとします。 
 

以下は、それまで多年生バイオマスがなかった農場に、1ヘクタールあたり100本

の樹木が植えられるという離散事象が発生する場合における計算例です。 

例 

100本の白樺（Betula pendula Roth）が、それまで多年生バイオマスがなかった１ヘクタ

ールの土地に植えられます。責任期間は20年間に設定します。樹木は2010年に植えられ、

現在は2020年です。衛星画像によると、1995年以前には多年生バイオマスが存在してい

た記録がないことが示唆されています。この地域は、温暖湿潤気候です。離散事象と土

地管理変更が植林に関連していることから、基準状態は、多年生バイオマスが存在しな

い、植林という離散事象の直前の状態を表しており、それゆえに土地面積あたりの炭素

ストックの基準状態がS0 = 0 kg CO2となります。 
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ステップ1 

目的：次のステップで基準状態を設定し、適切な相対成長式を選択するために、「振

り返り」を行って、農場、既存のバイオマス、および気候条件に関する過去の情報を

収集すること。 

 

プロセス：農場に存在する樹種とヘクタールあたりの樹木の数を特定します。過去20年間

の衛星画像を調べます。気候条件を特定します。気候条件は通常、3つの降水区分と気候

区分（熱帯または温帯）に分類されます。 

 

表2－降水区分と気候区分 

 

降水量 

2000mm超 

降水量 
2000mm未満、1000mm超 

降水量 

1000mm未満 

多雨 湿潤 乾燥 

 

ステップ2 

目的：農場に存在する樹種ごとに、最も正確な相対成長式を選ぶこと。 

 

プロセス：農場にある樹木のそれぞれの種（もしくは種類）の「地上部バイオマス」

（AGB）を計算するための相対成長式を選択します。相対成長式を選ぶ際は、気候条

件よりも樹種を優先させます。もし自身の事例に樹木固有の方程式がない場合、IPCC

で提案されているような、一般的な相対成長式を選択します。たとえば、IPCC付属書

4A.1の温帯気候における広葉樹のバイオマス推定のための一般方程式があります。 

25,000 × DBH2.5 
 AGB＝0.5＋ 

 

 

DBH2.5 + 246,872 

定義： 

AGB＝地上部乾物バイオマス（kg） 

DBH＝胸高直径（1.3 m)[cm] 

炭素の研究によると (Uri他 2012)、温帯気候にある白樺の相対成長式は、以下の通りです。 

 
ABGn = (α × DBHβ ) / 1000 

 

定義：  

AGB＝評価年内で樹齢が「n」時点での、地上部樹木乾物バイオマス（kg） 

DBH＝胸高直径（1.3 m)[cm] 

α＝第一パラメーター 

β＝第二パラメーター 
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表3 – Uriらの研究 ( 2012)による3つの土地におけるその土地固有の樹木パラメータ例 
 

 α β 

低齢木（樹齢0～17年） 136.03 2.331 

中齢木（樹齢18～45年） 182.94 2.309 

高齢木（樹齢45年超） 121.24 2.503 
 

ステップ3 

目的：評価の精度を高めるために地上部の物理的パラメーターを収集すること。 

 

プロセス：評価される樹木の物理的パラメーターを収集します。少数の木の直径や高

さといった地上部の物理的パラメーターを直接測定したり、測定されたサンプルの平

均を求めたりすることができます。この作業が可能であれば、分析の精度を著しく高

めることができます。この物理的パラメーターは、樹齢とパラメーターの関係式を通

して推定する必要があり、時には、樹齢さえも推定する必要があります。 

 

この例では、相対成長式はDBHのみを必要とします。測定は高さ1.3mの地点で行われ、

センチメートルで報告される必要があります。 
 

ステップ4 

目的：収集したパラメーターに従ってAGBを計算すること。 

プロセス：選択した相対成長式と収集した物理的パラメーターを使用して、バイオマス
のAGBを計算します。 

 

白樺のDBHを測定し、樹齢10年の時の評価年の値は5cmです。そして、そのAGBを計算する

ことができます。 
 

 

AGB10 = 
136.03 × DBH2.331 

1000 
=

 

136.03 × 52.331 

 1000  
= 5.79 kg バイオマス/本 

下付き文字「10」は、評価年における樹齢を表しています。 

 

立木密度（100本/ha）を乗じることで、農場の地上部バイオマスの総量を推定するこ

とができます。 

 
kg 本数 kg Mg(トン) 

 

 

AGB10 = 5.79 
 本  

x 100 
ha 

= 579 
ha 

= 0.579 
ha

 

 

ステップ5 

目的：算出したAGBに従ってBGBを計算すること。 
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プロセス：一貫性を保つため、地上部と地下部のバイオマスの定量化は、同じ情報源

を使用することが可能な場合に推奨されます。Uriらの研究（2012）では、総バイオマ

スの19.3%は地下バイオマスとなっています。しかしここでは使いやすさを考慮し、

IPCCが附属書4A.1で示した地下バイオマス（BGB）に関する方程式（単位：Mg/ha）

を使用します。 

 

BGB = exp ( -1.0587 + 0.8836 × ln(AGB) + 0.2840) 

 

定義： 

BGB＝Mg/ha単位の樹木根乾物バイオマス 

AGB＝Mg/ha単位の地上部乾物バイオマス 

ステップ6 

目的：最終の SLCIを得ること。 

プロセス：必要な炭素ストックを合計し、S0を差し引きし、化学量論的CO2に換算します。 

 

総バイオマス＝AGB + BGB 

総バイオマス＝579 kg ABG / ha + 284 kg BGB / ha = 863 kg 総バイオマス/ ha 
 

バイオマス中の炭素の比率（すなわち47％）を乗じます：  

C（mass-ha） = 863 x 0.47 = 406 kg C/ ha  

以前に多年生バイオマスが存在していなかったことから、関連する基準状態S0-バイオマス

は「0」です。炭素ストックの増加があるのみであり、また20年の責任期間が考慮さ

れるため、方程式2Aが適用されます。 

 

ヘクタールあたりの化学量論的kgCO2では、評価年に関連するLCIであるSLCI (kgCO2 

stored-year（評価年の貯留量）/ha)は、以下によって推定されます。 

 

SLCI = S10 - S0-バイオマス = 1,489kg CO₂/ha 

44 

S10=C(mass-ha)× 
12 と定義します 

 

CO2と炭素の分子量比が44/12で、関連するストック量（S10）は、責任期間の開始後10年とし

ます。 

 
SLCI （kgCO2 stored-year（評価年の貯留量）／本数）を求める場合、立木密度（100本／ha）
で割れば、樹木1本あたりの値は14.9 kgCO2となります。 

 

評価年における樹木数が植林された本数と同じではない場合、枯死した樹木が植え替え

られたかどうかを定義する必要があります。もし植え替えられている場合、立木密度は

変わりません。しかし、植え替えがなく、枯死によって本数の差がある場合は、以下の

方程式を使用しなければなりません。 
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N = N植林されたもの - N枯死したもの 

 

枯死率がわかる場合、次の方程式を使用することができます。 

 

N = N植林されたもの - (N植林されたもの × %枯死率) 
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7 
インベントリの特性化 

 
本ガイドラインでは、炭素隔離を算定するための2つの特性化係数を提案しています。 

1）基準状態からの炭素ストックの減少を表す隔離された炭素の放出（排出）、および2）完

全に可逆的と想定される基準状態を上回る隔離された炭素の増加（貯留）。 

 

貯留されたCO2として特性化される関連インベントリは、基準状態に対する炭素ストック（バ

イオマスまたは土壌有機炭素）の増加であり、CO2ストック排出として特定化される関連イン

ベントリは基準状態に対する炭素ストックの減少です。循環の速い生物起源のCO2排出（す

なわち、堆肥、作物残渣、落葉などによる炭素の減少）に関する新しいガイドラインは提供さ

れておらず、（標準的な手法としての）特性化係数は0 kg CO2eq/kg 生物起源CO2 emitted-

year（評価年の排出量）とすることが提案されています。例外として、数百年にわたって隔離

されてきた泥炭や、その他の土地由来の有機炭素を堆肥または土壌改良材として使用する

場合があり、その場合、排出量は1 kgCO2eq/ kgCO2 emitted-year（評価年の排出量）とい

う特性化係数によって考慮される必要があります。 

 

気候への関連性について最終結果を得るために、次のような計算を行います。 

 

I = SLCI × CF 方程式3 
 

kgCO2eq単位の気候への影響または便益（I）は、インベントリ（SLCI）に関連する特性化係

数（CF）を乗じたものであるとします。各インベントリ・フローに関連する特性化係数は表4

にまとめてあります。図7は、LCIと特性化による結果の例を示しています。 

 

表4．特定の年のSn において基準状態S0からの炭素ストックの純増減としてインベントリ化される排出されたCO2お
よび貯留されたCO2における、ガイドラインで推奨されている特性化係数 

 

 

 
 
 
 
 3 4  

インベントリ・ 

フロー 
インベントリ単位 特性化係数（CF） 責任期間を20年とした場合の 

調整後特性化係数 

SLCI 
Sn< S0 の時 

kgCO2 stock 
emitted-year
（評価年のスト
ック排出量） 

1kgCO2eq /kgCO2 stock 

emitted-year（評価年の

ストック排出量） 

0.05 kgCO2eq /kgCO2 stock emitted-year

（評価年のストック排出量） 

（20年後に無効となる） 

SLCI 

Sn> S0 の時 

kgCO2 stored-
year（評価年の
貯留量） 

-0.01kgCO2eq / 
kgCO2 stored-year
（評価年の貯留量） 

-0.05 kgCO2eq /kgCO2 stored-year 
（評価年の貯留量） 

（20年後に無効となる） 
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図6  20年目に定常状態に達した放牧地の土壌中において時間経過に伴って増加した炭素ストック（C）のト

ン数（t）と、5％の係数を考慮して20年の責任期間にわたって中和効果が持ち越された二酸化炭素換算によ

る除去された炭素の算定（たとえば、40年目には追加の中和効果を主張することはできず、減少したすべ

てのストックは排出として扱われる）。 

 

明確化のために、炭素ストックの損失やCO2として排出があっても、炭素スト

ックが基準ストック（S0）を上回って残っている場合、排出は報告されません

（これは生物起源の炭素排出の標準的な手法に従います）。この失われた炭素

は、隔離されているストック量を減少させる可能性があるため、除去量として

主張すべきではありません。実際、このことは、糞尿、堆肥、および残渣からの生

物起源CO2の排出量は、気候に関連するCO2排出量とは見なさないことを意味します。

なぜならそのようなフローは、すでに大気中に存在した炭素が光合成によって除去さ

れ、土壌やバイオマスに断続的に貯留され、生物物理学プロセスによって農場から排

出されたことを反映しているためです。 

 

そのような循環の速いCO2の気候への影響は無視できると想定されており、この排出

量を追跡することは気候目標に対して関連性がありません。 

 

隔離された炭素が増加する場合、特性化係数は、-1/100 kgCO2eq/kgCO2 stored-year

（評価年の貯留量）の線形係数（すなわち、貯留されたCO2の１年間の気候への便益）

であり、言い換えれば、-0.01 kgCO2eq/kgCO2 stored-year（評価年の貯留量）または、

-1％の炭素ストックの純増加分のクレジット（便益）と表され、つまり、特定の年に

おける炭素ストック（Sn）が基準ストック（S0）よりも多いことを示しています。こ

の特性化係数は、安定的で科学的に健全でありながら、容易に適用できる方法を提供

するために選択されました。この特性化係数は、欧州委員会による国際基準ライフサ

イクルデータ（ ILCD）文書（ JRC-IES 2010）によって提案され、複数の著者

（Brandão他 2019、LevasseurおよびBrandão 2012）によってレビューされていま

す。この特性化係数によって次の2点が可能になります。1）将来、炭素隔離の逆転が

あるとしても便益の過大評価はありません、2）責任期間を考慮すると、炭素の貯留を

続けることによって継続的なクレジットにすることができます。 
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8 
その他の考慮事項と次のステップ   

8.1. LCAソフトウェアへの本手法の適用 
 

ソフトウェアを使用した場合、ソフトウェア構造に変更がなく、新たな特性化係数が加え

られないことを想定すると、通常は、炭素ストックの増減（すなわち、〜kgのCO2の貯留、

〜kgのCO2の排出）のLCIは、1 kgCO2eq/CO2kg（土地利用変化によって放出される化

石燃料由来CO2や生物起源CO2の排出と同じ特性化係数）で特性化される（乗じる）

CO2フローとしてソフトウェアに入力するために、本ガイドラインで提案される最終的な調

整後特性化係数によって調整されることが推奨されます。これは、データベース入力が

いつ適用されるか（たとえば、管理変更後の20年間）についてのコメントを付けて、方程

式としてソフトウェアに追加することができます。たとえば、評価年に潜在的な可逆性が

考慮される場合、炭素ストック増加のLCIは、20年の責任期間では-0.05 kgCO2eq/ 

kgCO2 stored-year（評価年の貯留量）によって調整され、土地利用変化に類似した

CO2フローとして入力され、その後、ソフトウェアによって単純に「１」が乗じられます。別

の例としては、データベース入力が農場レベルの情報がない状況で使用され、それが

特定の時点での特定の永続的な手法を用いる農場を表す場合、現実的な手法は、たと

えば20年間のSOCの増加による-20 tCO2eqとして、特定の手法でマイナスのCO2eqと

して総炭素隔離量を推定し、100年間で割って年間平均値を得ることです。 

 

8.2. 意思決定におけるその他の考慮事項 
 

炭素隔離は、土地管理の潜在的な結果の一つです。土壌や樹木への炭素隔離を増加させる

土地管理は、水分・栄養保持や動物福祉の改善、土地劣化を防止した場合の長期的な収穫

量の増加（ただし、場合によっては短期的に収穫量が減少することもあります）といった、そ

の他の便益をもたらす可能性があります。場合によっては、耕起を減らした場合、作物の収

穫量を確保するために、害虫や雑草の機械的、化学的、生物的除去といった他の介入が必

要になることがあります。本ガイドラインは、炭素隔離を増加させるための手法の変化がもた

らす可能性がある便益や影響については網羅していません。いかなる意思決定を行う前にも、

土地管理変更によって同時に発生する便益、影響、および意図しない結果について考慮す

る必要があります。 
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8.3. 次のステップ 
 

炭素隔離に関する科学的研究がさらに進み、組織的な気候目標がより一般的になるにつれ、

このテーマと意思決定への適用方法に関する集団的な理解が強まるでしょう。本ガイドライン

は、特に乳牛と肉牛セクターに焦点を当て、LCAとカーボンフットプリントにおける炭素隔離

による炭素除去の算定方法に関する統一見解を構築する最初の一歩となります。本ガイドラ

インは、試験プロジェクトや企業の気候戦略プロジェクトでの適用などを通じて繰り返し検証

される必要があり、他のセクター（多年生作物や林業など）でも検証および挑戦される可能性

があります。今後のガイドラインの改訂では、IPCCの方程式を合理的な確実性を持って適用

するために、どの程度のモニタリングと検証が必要であるかを検討する必要があります。本

ガイドラインは、他のガイドラインや枠組み（製品環境フットプリントやGHGプロトコルなど）の

炭素除去量の算定に関するルールや方法論を更新する際の足掛かりとしての役割を果たし

ます。将来的には、温室効果ガスの算定は、ネットゼロの目標との整合に役立つはずであり、

最大炭素隔離能とこの目標までの距離などを考慮することが、戦略を設定する上で重要な次

のステップになることでしょう。 
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付属書 A 

責任期間 
 

異なる責任期間（すなわち、20、50、100年間）の長所と短所がパブリック・コンサルテー

ションに提出されました（表A1）。 

表A1. 各責任期間の長所と短所 

 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 4 2  

 

責任期間 

（年数） 

調整後特性化係数
（ kgCO₂eq/kgCO₂
stored-year 
（評価年の貯留
量）） 

 
長所 

 
短所 

20 5% - LUC算定と整合性がある 

- 農地管理の現実的な期間

である 

- 過去の変更に関するデー

タを見つけることが可能

な期間である 

- 将来に逆転する場合、

炭素隔離の便益が過大

評価される（すなわち、

特性化係数を  

0.01kgCO2eq/kgCO2  

stored-year（評価年の

貯留量）から
0.05kgCO2eq/ 

kgCO2stored-year（評

価年の貯留量）に調整）  

- 評価年の20年前以前に発

生した手法の変更を捕える

ことができない 

50 2% 
- 農地管理上、ある程度現
実的な期間である 

- 科 学 的 根 拠 （ Moura-

Costa法など）に沿った
炭素隔離の年間の便益
を提供する 

- LUC算定と整合性がない 

- 過去を記録するためのデ

ータを見つけるのが困難

である 

100 1% - GWP100と整合性のある

期間を提供する 

- 過去100年以内に発生した

事例を捕えている 

-  LUC算定と整合性がない 

- 土地管理変化の動機とな

るには期間が長すぎる 

- 過去の変化を記録するた

めのデータを見つけるの

が困難である 

- 年間の影響や便益が小さ
すぎで、変化を抑制して
しまう 
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泥炭地の例 
 

オランダにおける地域別研究の一例として、Lesschen他（2020）は、排水さ

れた泥炭地からのCO2ストックの排出量とN2Oを計算するためのTier II方式を

示しています（方程式A1とA2）。この方法では、Kuikman、Akkerおよび

Vries（2005）による記録にあるように、地下水位クラス、砂質または粘土質

表土層の存在、および泥炭のミネラルの豊富さ（栄養レベル）に依存する予想

表面低下を使用します（表A2）。 

 

方程式A1はオランダの泥炭地からのCO2排出量（kg CO2/ha）を計算するために使用

され、国の排出インベントリに使用されています（Arets他 2019）。 

44 
S

LCI 
= C

ストック排出量 
× 

12 

Cストック排出量 = Smv   × ρso   × fros   × frc × 104 方程式A1 

 

SLCIは、化学量論的CO2のストック排出量（kgCO2ストック排出量／ha）であり、 

Smv = 年間表面低下率（m 年^（-1）） 

ρso = 未熟泥炭のかさ密度（kg m^（-3）） 

fros = 泥炭中の有機物画分（-） 

frc = 有機物内の炭素画分(-) 

と定義します。 

年間表面低下率（Smv）は、表A2を参照ください。オランダのCO2排出量を計算す

るためにLesschen他（2020）が引用したデフォルト値は、泥炭のかさ密度（ρso）

が140 kg soil m-³、泥炭中の有機物画分（fros）が0.8、泥炭中の炭素画分（frc）が

0.55で、炭素をCO2に換算するために係数44/12が使用されています。換算係数

104は、m2からヘクタールに換算するための係数です。 

 
方程式A2によって、オランダの泥炭地からのN2O排出の年間関連SLCIの計算をす
ることができます(トンCO2eq/ha)。 

 
     44 

S
LCI 

= ((Cストック排出量 
× 14/12) × 0.02)  ×  

12 
× 298 方程式A2 

 

Lesschen他（2020）による、Cストック排出量を計算するためのデフォルト値は、方程

式A1に記載しています。炭素ストックから窒素ストックへの変換には係数14/12を、

窒素からN2Oへの変換には係数44/28を使用しました。この場合、地球温暖化係数

の特性化係数は298 kg CO2eq/kgN2Oとなります。実務者は、N2Oに適用される特

性化係数がLCAの他の部分と整合していることを確認しなければなりません。 
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Lesschenなど(2020)による方程式がIPCCの一般方程式より優れているのは、地下

水位の深さを加えることによって、農場管理手法（排水や再湿潤の強度の違いな

ど）を含める方法を提供している点です。ただし、オランダ以外の泥炭地にこの方

程式を適用する場合は注意が必要であり、専門家による確認が必要です。一般的

に、国や地域固有の手法が望ましいとされています。 

  

表A2. オランダ（主に草地）で農業に使用されている泥炭土壌の地下および地表面低下と推定C/N値データ 
 

 
水はけが悪い 適度な水はけ 水はけが良い 最終合計 

表土 栄養レベル1 C/N 年間  表面積 年間  表面積 年間  表面積 表面積 

  値 地表面 

低下 

(ha) 地表面 

低下 

(ha) 地表面 

低下 

(ha) (ha) 

   （mm/年）  （mm/年）  （mm/年）   

粘土質層 富栄養型 20 3 16149 8 17250 13 531 33929 
 中栄養型 20 3 12780 8 22294 13 2863 37935 
 貧栄養型 40 3 9421 8 10480 13 416 20315 

泥炭2 富栄養型 20 6 16668 12 16846 18 206 33719 

 中栄養型 20 6 18668 12 31607 18 7169 57443 

 貧栄養型 40 6 8688 12 10054 18 1168 19911 

泥炭コロニー 中栄養型 20 3 148 8 3184 13 4771 8102 
 貧栄養型 40 3 27 8 760 13 2256 3041 

砂質層 中栄養型 20 3 1365 8 3370 13 1318 6051 
 貧栄養型 40 3 415 8 1450 13 836 2700 

最終合計    84325  117291  21531 223147 

%    37.8  52.6  9.6 100 
1   泥炭のミネラルの豊富さを表す。貧栄養型は栄養素の少ない条件下で形成され、中栄養型および富栄養型は栄養素が中程

度から高い条件下で形成される。 

² 泥炭土壌とは、泥炭の層が薄い（40cm未満）土壌のこと。 

 

引用： Kuikman、P.J.、J.J.H van den Akker & F. de Vries、2005、「有機農業土壌からの

N2OとCO2の排出（Emission of N2O and CO2 from organic agricultural soils.）」表5より．
Alterra, Wageningen, Alterra- rapport 1035-2. 66 blz.; 23. tab.; 5 
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付属書 B 
特定された炭素隔離モデルおよびデータベース 

 

モデル 引用元 

CANDY Franko et al., 1995 

CCB Franko et al., 2011 

Century Parton et al., 1992 

Daycent Parton et al., 1998 

DNDC Li et al., 1994 

EPIC Izaurralde et al., 2006 

NDICEA Van Der Burgt et al., 2006 

ORCHIDEE Krinner et al., 2005 

Roth C Coleman & Jenkinson 

C Tool Taghizadeh-Toosi et al., 2014 

IPCC IPCC, 2019 https://www.ipcc-

nggip.iges.or.jp/public/2019rf/ 

pdf/4_Volume4/19R_V4_Ch05_Cropland.pdf。 

ICBM Andrén & Katterer, 1997 

CESAR iTech & Université Gustave Eiffel 

SOMM Chertov & Komarov, 1997 

Yasso15 soil carbon model FMI, monitored by Liski et al. 

DAISY コペンハーゲン大学- Agrohydrology group 

App SOC plus http://www.scielo.org.mx/scielo.php?script=sci_arttext&pid 

=S1665-64232016000200135 

TRIPLEX-GHG Wang et al., 2017 

TRIPLEX-MICROBE Zhang et al., 2017 

FullCAM オーストラリア政府 - 産業・科学・エネルギ

ー・資源省 

CARBINE Soil Carbon Accounting 

Model: CARBINE-SCA 
Forest research 

Ex-Act https://www.fao.org/in-action/epic/news-and-
events/ detail-events/ja/c/1417610/ 

 

モデルを選択する際の基準 

• 開発チーム（民間、公共など） 

• 発表された科学論文やその他の事例研究 

• モデル検証方法 

• 適用の有効性（地理的条件、土壌の種類、気候帯など） 

• 必要な入力データの量と種類 

• 出力データの種類と研究への適用性 

• モデルの利用性（ライセンスンス、アップデートなど） 
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• モデルの種類（プロセスベース、経験的など） 

• 時間スケールによる分析（例：月ごと、年ごと） 

• 空間スケールによる分析 

• 土壌の深さ 

• 窒素の相互作用と排出量 
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データべース 引用元 

WISE土壌特性データベース https://www.isric.org/explore/wise-databases 

LUCAS https://esdac.jrc.ec.europa.eu/projects/lucas 

世界の土壌有機炭素推定値 https://esdac.jrc.ec.europa.eu/ESDB_Archive/eusoils_docs/Other/ 
EUR25225.pdf 

Circumpolar Soil Carbon 
Database (NCSCD) 

https://snd.gu.se/en/catalogue/study/ecds0148#:~:text=The%20 
Northern%20Circumpolar%20Soil%20Carbon,the%20northern%20 
circumpolar%20permafrost%20regions.The%20northern%20 
circumpolar%20permafrost%20gregions. 

GloSIS https://www.fao.org/soils-portal/data-hub/soil-maps-and- 
databases/global-soil-organic-carbon-map-gsocmap/en/ 

ヨーロッパ土壌データベ

ース：ESDB 

https://esdac.jrc.ec.europa.eu/content/european-soil-database- 
v20-vector-and-attribute-data 

CIAT global soil organic 

carbon sequestration 

potential 

https://ciat.cgiar.org/global-soil-carbon/ 

Harmonized world soil 

database 

https://www.fao.org/soils-portal/soil-survey/soil-maps-and- 
databases/harmonized-world-soil-database-v12/ru/ 

SOTWISデータベース https://www.isric.org/projects/harmonized-continental-soter- 
derived-database-sotwis 

U.S. General Soil Map 

 (STATSGO2) by State 

https://datagateway.nrcs.usda.gov/Catalog/ProductDescription/ 
GSMCLIP.html 

ASRIS https://www.asris.csiro.au/ 

Soil Grids https://www.isric.org/explore/soilgrids 
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https://www.isric.org/explore/wise-databases
https://esdac.jrc.ec.europa.eu/projects/lucas
https://esdac.jrc.ec.europa.eu/ESDB_Archive/eusoils_docs/Other/EUR25225.pdf
https://esdac.jrc.ec.europa.eu/ESDB_Archive/eusoils_docs/Other/EUR25225.pdf
https://snd.gu.se/en/catalogue/study/ecds0148#%3A~%3Atext%3DThe%20Northern%20Circumpolar%20Soil%20Carbon%2Cthe%20northern%20circumpolar%20permafrost%20regions
https://snd.gu.se/en/catalogue/study/ecds0148#%3A~%3Atext%3DThe%20Northern%20Circumpolar%20Soil%20Carbon%2Cthe%20northern%20circumpolar%20permafrost%20regions
https://snd.gu.se/en/catalogue/study/ecds0148#%3A~%3Atext%3DThe%20Northern%20Circumpolar%20Soil%20Carbon%2Cthe%20northern%20circumpolar%20permafrost%20regions
https://snd.gu.se/en/catalogue/study/ecds0148#%3A~%3Atext%3DThe%20Northern%20Circumpolar%20Soil%20Carbon%2Cthe%20northern%20circumpolar%20permafrost%20regions
https://snd.gu.se/en/catalogue/study/ecds0148#%3A~%3Atext%3DThe%20Northern%20Circumpolar%20Soil%20Carbon%2Cthe%20northern%20circumpolar%20permafrost%20regions
https://www.fao.org/soils-portal/data-hub/soil-maps-and-%20databases/global-soil-organic-carbon-map-gsocmap/en/
https://www.fao.org/soils-portal/data-hub/soil-maps-and-%20databases/global-soil-organic-carbon-map-gsocmap/en/
https://esdac.jrc.ec.europa.eu/content/european-soil-database-%20v20-vector-and-attribute-data
https://esdac.jrc.ec.europa.eu/content/european-soil-database-%20v20-vector-and-attribute-data
https://ciat.cgiar.org/global-soil-carbon/
https://www.fao.org/soils-portal/soil-survey/soil-maps-and-%20databases/harmonized-world-soil-database-v12/ru/
https://www.fao.org/soils-portal/soil-survey/soil-maps-and-%20databases/harmonized-world-soil-database-v12/ru/
https://www.isric.org/projects/harmonized-continental-soter-%20derived-database-sotwis
https://www.isric.org/projects/harmonized-continental-soter-%20derived-database-sotwis
https://datagateway.nrcs.usda.gov/Catalog/ProductDescription/GSMCLIP.html
https://datagateway.nrcs.usda.gov/Catalog/ProductDescription/GSMCLIP.html
https://www.asris.csiro.au/
https://www.isric.org/explore/soilgrids
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